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(様式２）

国立大学法人琉球大学

差   額

（決算－予算）

　 　 　

12,977 12,977 0

566 617 50 （注１）

0 0 0

0 0 0

70 2,151 2,080 （注2）

55 55 0

17,021 17,101 80 　

4,517 4,178 △ 338 （注3）

12,334 12,683 349 （注4）

0 0 0

169 238 69 （注5）

1,147 1,368 220 （注6）

0 4 4 （注7）

1,252 1,209 △ 43 （注8）

0 0 0

0 0 0

0 0 0

1,154 1,007 △ 146 （注9）

34,246 36,491 2,245

25,313 25,330 16 （注10）

13,769 13,461 △ 308

11,544 11,869 325

4,862 4,648 △ 214 （注11）

1,874 1,881 6 （注12）

0 0 0

70 2,140 2,069 （注13）

1,147 1,220 72 （注14）

0 0 0

976 967 △ 8 （注15）

0 0 0  

34,246 36,189 1,943

0 302 302

平成２１年度　決算報告書

　　　　　　　 （単位：百万円）

予　算　額 決　算　額 備　考

 収入

運営費交付金

施設整備費補助金

船舶建造費補助金

施設整備資金貸付金償還時補助金

補助金等収入

国立大学財務・経営センター施設費交付金

自己収入

授業料、入学料及び検定料収入

附属病院収入

財産処分収入

雑収入

産学連携等研究収入及び寄附金収入等

引当金取崩

長期借入金

貸付回収金

承継剰余金

旧法人承継積立金

目的積立金取崩

計

補助金等

 支出

業務費

教育研究経費

診療経費

計

収入－支出

区　　分

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等

貸付金

長期借入金償還金

国立大学財務・経営センター施設費納付金

一般管理費

施設整備費

船舶建造費
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○予算と決算の差異について

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

（注６）

（注７）

（注８）

（注９）

（注10）

（注11）

（注12）

（注13）

（注14）

（注15）

（注６）に示した理由等により、予算額に比して決算額が72百万円多額となっています。

業務費については、教育研究経費で、給与法改正による教員人件費の減額にともない、予算額に比して
決算額が308百万円少額、診療経費においては、（注４）に示した要因等により、診療費が増加したため、
予算額に比して決算額が325百万円多額となっています。

一般管理費については、給与法改正による職員人件費の減により、予算額に比して決算額が214百万円
少額となっています。

（注１）及び（注８）に示した理由等により、予算額に比して決算額が6百万円多額となっています。

（注２）に示した理由等により、予算額に比して決算額が2,069百万円多額となっています。

予算段階で見積もった利率と償還時の利率の差により、予算額に比して決算額が8百万円少額となってい
ます。

施設整備費補助金については、前年度からの繰越のため26百万円増額、補正により25百万円増額、以上
の理由により予算額に比して決算額が50百万円多額となっています。

補助金等収入については、政府補正による設備整備費補助金が1,112百万円の増額、その他補助金の獲
得に努めたことにより1,039百万円の増額、以上の理由により予算額に比して決算額が2,080百万円多額と
なっています。

授業料、入学料及び検定料収入については、授業料免除の増額による減額267百万円、入学料免除申
請者の増加による32百万円の減額、等により予算額に比して決算額が338百万円少額となっています。

附属病院収入については、請求事務の改善及び見直しを図ったことによる増、平均在院日数の短縮化によ
る診療単価の増、等により予算額に比して決算額が349百万円多額となっています。

雑収入については、財産貸付料収入が10百万の増額、講習料収入が20百万の増額、及び預金利息収
入が20百万の増額等により予算額に比して決算額が69百万円多額となっています。

産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、予算段階では予定していなかった外部資金の獲得
に努めたことにより、予算額に比して決算額が220百万円多額となっています。

引当金取崩については、予算段階で予定していなかった取崩により、予算額に比して決算額が4百万円多
額となっています。

長期借入金収入については、契約金額が予算額を下回ったため、予算額に比して決算額が43百万円少
額となっています。

目的積立金取崩については、予算段階で見込んだ目的積立金の額が過大だったため、決算額に差違が生
じています。
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